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美作市教育委員会事務の点検及び評価について 

 

１ はじめに 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２０年４月

１日施行）により、教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行状況

について、点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出する

とともに、市民へ公表することとなっております。 

 この報告書は、美作市教育委員会が、同法の規定に基づき、毎年度教育行政の基本

方針として定めている「美作市教育行政の重点施策」に関し、令和４年度に重点的に

取り組んだ事業について、点検及び評価を実施した結果をとりまとめたものです。 

 

２ 点検評価の基本方針 

（１）目的 

 教育委員会は、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について自ら点検及び

評価を行い、その結果に関する報告書を議会に報告するとともに、公表することによ

り、市民への説明責任を果たし、市民に信頼される教育行政を推進することを目的と

します。 

 

（２）対象事業と点検・評価の方法 

 教育委員会では、毎年度「美作市教育行政の重点施策」を定めており、主要な事業

の取り組み並びに達成状況について点検・評価を行いました。 

点検・評価の方法については、評価及び課題を文章で表現しています。 

 また、評価の客観性を確保する観点から、学識経験者からの評価及び意見をいただ

きました。 

 

 

（学識経験者）                       敬称略 

氏  名 所 属 等 

髙瀬 淳 岡山大学大学院教育学研究科 教授 

高岡 敦史 岡山大学大学院教育学研究科 准教授 
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令和４年度教育委員会の活動状況 

 

（令和 4年 5月 25日現在） 

役 職 名 氏 名 就任年月日 現 任 期 

教育長 福 田 昌 弘 
令和 2年 6月 22日 

1期目 

令和 2年 6月 22日 

～令和 5年 6月 21日 

教育長職務代理者 平 田 邦 義 
平成 28年 5月 25日 

2期目 

令和 2年 5月 25日 

～令和 6年 5月 24日 

委員 岡 本 美 幸 
平成 30年 5月 25日 

2期目 

令和 4年 5月 25日     

～令和 8年 5月 24日 

委員 万 殿 貴 志 
令和元年 5月 25日 

1期目 

令和元年 5月 25日     

～令和 5年 5月 24日 

委員 山 本 敏 子 
令和 3年 5月 25日 

1期目 

令和 3年 5月 25日     

～令和 7年 5月 24日 

 

 

 

教育委員会会議の開催状況 

開催月日  議 事 教育長専決 

4月 26日 定例 0 1 

5月 25日 定例 1 0 

6月 27日 定例 0 1 

7月 27日 定例 1 0 

8月 24日 定例 3 1 

9月 28日 定例 5 0 

10月 26日 定例 0 0 

11月 25日 定例 5 0 

12月 27日 定例 0 0 

2月 22日 定例 6 0 

3月 9日 臨時 1 0 

3月 22日 定例 4 0 

計  26 3 
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教育委員会議決案件 

 開催日 議  決  案  件 

1 R4.5.25 令和４年度美作市一般会計補正予算（第２号）について 

2 R4.7.27 美作市外国語指導助手任用規則の一部改正について 

3 R4.8.24 

令和４年度美作市一般会計補正予算（第５号）について 

令和５年度使用義務教育諸学校（小・中学校）教科用図書の採択につ

いて 

令和５年度使用義務教育諸学校教科用図書の採択について（学校教育

法附則第９条の規定による教科用図書（一般図書）） 

4 R4.9.28 

美作市教育委員会公印規則等の一部を改正する規則について 

美作市立幼稚園預かり保育実施要綱の一部を改正する告示について 

美作市指定重要文化財（讃甘神社本殿）の指定について 

美作市指定重要文化財（三面神像）の指定について 

美作市立学校教職員の行政措置について 

5 R4.11.25 

令和４年度美作市一般会計補正予算（第７号）について 

美作市教育委員会事務の点検及び評価の報告書について 

令和４年度特別支援教育支援委員会判定結果の具申について 

美作市外国語指導助手任用規則の一部を改正する規則について 

不登校児童生徒を支援する民間施設に関するガイドラインについて 

6 R5.2.22 

令和４年度美作市一般会計補正予算（第９号）について 

令和４年度矢田茂・原田政次郎・福田五男奨学基金特別会計補正予算

（第１号）について 

令和５年度美作市一般会計予算（当初）について 

令和５年度矢田茂・原田政次郎・福田五男奨学基金特別会計予算につ

いて 

令和４年度特別支援教育支援委員会判定結果の具申について 

美作市立不登校特例校の設置について 

7 R5.3.9 令和４年度末美作市立小・中学校県費負担教職員人事異動案について 

8 R5.3.22 

美作市教育委員会事務処理規則の一部を改正する規則について 

美作市教育委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令について 

美作市立学校管理規則の一部を改正する規則について 

美作市特別支援教育支援委員会規則の一部を改正する規則について 
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教育長専決案件 

 開催日 議  決  案  件 

1 R4.4.26 令和４年度美作市一般会計補正予算（第１号）について 

2 R4.6.27 令和４年度美作市一般会計補正予算（第３号）について 

3 R4.8.24 令和４年度美作市一般会計補正予算（第４号）について 

 

 

学校施設等訪問 

訪問日 6月 27日（月） 

施設名 

江見保育園 

土居幼稚園 

土居小学校 

作東中学校 

江見小学校 

 

 

研修・行事の参加状況 

 開催日 研修・行事名 開催場所 

1 4 月 6 日 美作地区市町村教育委員会 4月定例教育長会議 津山市 

2 4 月 8 日 中学校入学式※ 美作市 

3 4 月 11 日 小学校入学式※ 美作市 

4 4 月 27 日 
岡山県都市教育委員会教育長協議会令和 4年度第 1回

定例会 
新見市 

5  5 月 10 日 美作地区市町村教育委員会連絡協議会役員会 津山市 

6  5 月 19 日 
平成 4年度矢田茂・原田政次郎・福田五男育英資金運

営審議会 
美作市 

7  5 月 26 日 美作地区市町村教育委員会 5月定例教育長会議 津山市 

8  5 月 28 日 中学校運動会（勝田中）※  

9  6 月 17 日 
美作地区市町村教育委員会連絡協議会総会及び春季

研修会 
津山市 

10  7 月 28 日 市町村教育委員会オンライン協議会（Web会議）  

11  8 月 29 日 
美作地区市町村教育委員会 9 月定例教育長会議（Web

会議） 
 

12  9 月 8 日 市町村教育委員会オンライン協議会（Web会議）  

13  9 月 10 日 中学校運動会（大原・美作・作東・英田中）※  

14  9 月 17 日 小学校運動会（大原・江見小、英田幼・小）  

15  9 月 21 日 美作地区市町村教育委員会連絡協議会役員会 津山市 

16  9 月 27 日 令和 4年度岡山県市町村教育委員会連絡協議会総会 書面開催 
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17  9 月 29 日 
美作地区市町村教育委員会 10月定例教育長会議（Web

会議） 
 

18 10 月 1 日 
小学校・こども園・保育園運動会（勝田・勝田東小、江見保、

むさし・美作北こども園） 
 

19 10 月 8 日 
小学校・幼稚園・保育園運動会（美作第一・美作北・江見小、

勝田ひまわり園、土居幼・小） 
 

20 10 月 15 日 こども園運動会（湯郷こども園）  

21 10 月 17 日 伝統芸能鑑賞会 美作市 

22 10 月 27 日 美作地区市町村教育委員会 11月定例教育長会議 津山市 

23 11 月 3 日 美作市顕彰式典 美作市 

24 11 月 11 日 美作地区市町村教育委員会連絡協議会秋季研修会 津山市 

25 11 月 24 日 令和 4年度中国地区市町村教育委員会連合会定期総会 書面開催 

26 11 月 24 日 
岡山県都市教育委員会教育長協議会令和 4年度第 2回

定例会 
備前市 

27 11 月 30 日 美作地区市町村教育委員会 12月定例教育長会議 津山市 

28 11 月 30 日 
令和 4 年度岡山県市町村教育委員会委員研修会（Web

会議） 
 

29 12 月 18 日 人権講演会 美作市 

30  1 月 8 日 令和 4年度美作市成人式 美作市 

31  1 月 10 日 美作地区市町村教育委員会 1月定例教育長会議 津山市 

32  3 月 2 日 
美作地区市町村教育委員会 3 月定例教育長会議（Web

会議） 
 

33  3 月 11 日 中学校卒業式※ 美作市 

34  3 月 17 日 小学校卒業式※ 美作市 

35  3 月 17 日 東粟倉小学校閉校・東粟倉幼稚園閉園記念式典 美作市 

36  3 月 23 日 幼稚園保育園こども園卒園式※ 美作市 

※新型コロナ感染予防のため参加を自粛 

 

 

美作市総合教育会議 

 開催月日 協議事項 開催場所 

第 12回 8月 25日 
令和４年度施策における令和３年度版美作市教育

大綱の見直しについて 
美作市 

書面決議 
第 12 回美作市総合教育会議における指摘事項によ

る美作市教育大綱の修正について 
美作市 

 



 

 



 

 

 

 

美作市教育委員会主要事務事業の点検評価 

 

令和４年度事業 

 

 

 

   

教育総務課    番号 1～11・・・P6～19 
 

学校教育課    番号 12～21・・・P20～29 
 

社会教育課    番号 22～33・・・P30～41 
  

学校等設立準備室 番号 34～35・・・P42～43 
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令和 4年度事業別点検評価 

番号 1 主管課 教育総務課 開始年度 令和元年度 

事業名 認定こども園化事業 区分 継続 

事業の目的 

幼児教育の提供と教育効果のある園児数の確保、子育て支援の充実を図る

ため、認定こども園への移行に取り組む。 

 

事業の内容 
英田地域に認定こども園を開園する予定で整備を進める。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 512,497 34,883 17,607 

取組状況 

（事業実績） 

新英田こども園整備に伴う設計委託等を行った。 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

英田地域に認定こども園を開園する予定で整備を進める。 

英田地域の認定こども園は、令和 7年 4月の開園を目指す。 

 

成果 
 

 

課題と今後の取組 

英田地域に認定こども園を令和 7 年 4 月に開園するため、設計及び工事の

管理に努める。 
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番号 2 主管課 教育総務課 開始年度 平成 28年度 

事業名 子育て相談事業 区分 継続 

事業の目的 

教育委員会と子ども政策課（発達支援センター）との連携を図り、組織的かつ

計画的に個々の幼児の特性に応じた指導内容や指導方法の確立を図る。 

 

事業の内容 

津山みのり学園より専門員（心理士）の派遣を受け、市内の園の巡回相談や

必要に応じて発達検査支援を行い、個々の子どもの特性の把握をし、園と共に

子どもに応じた支援を行う。また、ことばの教室幼児教室における言葉の指導を

実施する。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 404 391 414 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

巡回相談業務：4日、言葉の教室支援：20日、発達検査：3件 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

子育てにおける成長発達及び養育の課題について保護者及び支援の関係

者が共同し解決していくために、一人一人の子どもに応じた適切な指導を計画

的に行い、適切に継続する。 

また、ことばの教室専門員の指導力向上のために、聴覚・言語・情緒教育研

究会の研修の受講で専門的指導力の向上をめざすとともに、市で主催の特別

支援教育に関する研修会へも積極的な参加をする。 

 

成果 

巡回相談により園と関係機関の支援の共有化が図られ、一人一人に応じた

適切な支援を考え、行うことができた。 

また、相談業務により関係療育機関への受診にスムーズに繋がったことや、

教室利用を継続される中で子どもの得意な部分や課題点にも気づくことができ

ることで、保護者の子ども理解が進み、共有も十分図ることができた。教室利用

をされた保護者の方からは、子どもが自分から楽しんで参加でき、自信をつける

ことができたとの声が聞かれたことは成果である。ことばの教室を月 2回実施し、

発音だけでなく、語彙力の増加やコミュニケーション能力の向上等改善効果の

上昇に寄与している。 

課題と今後の取組 

巡回相談においては、令和 4 年度より県事業である「就学前からの特別支援

教育拠点化推進事業」を 2年計画で受けることから、市内各園の特別支援体制

のさらなる整備と、知識の向上などを目指して取組んでいきたいと考えている。

この事業においても共有や連携の強化を更に図っていきたい。 

言葉の教室においては、今後も言葉の指導に必要なスキルを上げるため、

心理士と共に研修機会を設け、さらなる専門性の向上に取組んでいきたいと考

えている。また園、保護者との共有についてもより充実を図っていきたいと考え

ている。 
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番号 3 主管課 教育総務課 開始年度 平成 17年度 

事業名 地域子育て支援センター事業 区分 継続 

事業の目的 

家庭や地域における子育て機能の低下や子育ての中の親の孤独感や不安

感の増大に対応するため、地域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての負

担感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援する。 

事業の内容 

子育て支援のための地域の総合拠点として、子育て親子の交流の場の促進

や子育て等に関する相談、援助の実施、また、子育て支援に関する講習等を

行う。 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 25,590 31,686 31,591 

取組状況 

（事業実績） 

【支援指導員 各 2名/園】 

令和 4年度 

勝田子育て支援センター 延利用 348組 

作東子育て支援センター 延利用 484組 

湯郷子育て支援センター 延利用 1,361組 

大原子育て支援センター 延利用 324組 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

子育て支援の拠点として、イベントの開催、相談、講習を行う等、更なる子育

て支援の充実に努める。 

また、各センター支援員が研修に参加することで、専門性の向上を図る。 

成果 

市内に 4か所、湯郷こども園・勝田ひまわり園・江見保育園・むさしこども園の

園内に子育て支援センターを設置している。 

新型コロナウイルス感染症予防対策により昨年度は曜日別、年齢別等で制

限が生じていたが、年度途中からは規制も解除されたことで徐々に通常へ戻っ

ていき、4 センターごとのイベントの実施や、家庭教育支援員による講話等の実

施により充実したセンター事業に取り組むことができた。 

また、毎年、実施している利用者アンケート結果からも利用者のニーズとして

多い、『保育士や支援員に相談できること』や『他の親子との交流』、『家ではで

きない遊びを経験すること』について満足しているという回答があったことから、

利用者のニーズに合った取り組みができた。 

各センターの取り組み内容の充実、情報交換等のため、定期的に支援セン

ター会議を実施し、この会議内容を元に各支援センターの特色を生かした「ひ

ろば」の開催により、地域を越えた利用も増加傾向にある。 

課題と今後の取組 

今後も子育てや支援センター利用に興味・関心を持ち、安心して子育てがで

きるよう、ホームページや SNS等による情報発信の工夫をしていきたい。 

また、支援センターを利用される母親のリフレッシュや子育てに関する講演、

親子で楽しめるような内容のイベントを計画していくとともに、利用者アンケート

で意見があった食事制限解除等の検討も進めていきたい。 
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令和 4年度地域子育て支援センター利用者アンケート結果 

 

配布枚数 回収枚数 回収率 

46 44 95.7  

 

 

①子育て支援センターに登録しているお子さんの年齢を教えてください。(複数回答可)  

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

31 11 8 3 1 1 55 

 

 

②子育て支援センターをどのようにして知られましたか？（複数回答可） 

『美作市子育てサポート』の案内 8 

友人や知人からの紹介 22 

みまちゃんネル・美作市オンラインアプリ 2 

乳幼児健診時や保健センターの掲示板のチラシ 8 

保育園・幼稚園・こども園 12 

その他 6 

 

 

③子育て支援センターを利用してみようと思ったきっかけは何ですか？（複数回答可） 

同年代の子どもと遊ばせたい 33 

ママ友達がほしい 17 

支援センターで遊ばせたい 39 

子育ての相談がしたい 19 

子育ての情報がほしい 19 

その他 4 

 

 

④市内の子育て支援センターで行われた『ひろば・サークル』、『子育て講座』等のイベントで、印象に残

っているものがあれば教えてください。 

（例：親子ふれあい遊び・家庭教育支援員さんの日・子育て講演会 等） 

・ほめほめの達人の講話 ・クリスマス会 ・ベビーマッサージ  

・リトミック             ・水遊び       ・豆まき会 等 

 

 

⑤市内の子育て支援センターを利用して良かったこと、気づいたことをお聞かせください。 

・子どもが自由に、家では出来ない遊びが落ち着いて出来る。 

・刺激を貰える、情報共有が出来る、情報が貰える、支援員と相談が出来る。 

・乳がんの講座など母親向けのイベントがあり、自分の事を考える事も出来とても良かったです。 
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・4センターの行き来が出来るのは助かる。 

・それぞれのセンターで置いてある玩具が違い楽しみである。 

・同じくらいの子どもと触れ合えるのが一番有難く子どもの成長につながった。  

・支援員に優しく見守って下さり、親子ともに安心して利用が出来ている。 

・母親の気分転換や相談の場になって良い。 

・離乳食の事や発達の気になる事など気軽に相談出来、心が軽くなり、楽しい時間が過ごせました。 

・保護者間の交流がもてた、友だちができた。 

・近くに安全な遊び場があまりないので、支援センターで過ごせてありがたい。 等 

 

 

⑥その他、改善点等・ご意見、行ってほしい取り組み等ありましたらご記入をお願いします。 

・英語講師の方と歌ったりするイベント。 

・有料でもいいので園の給食を食べてみたい。量や味付けに興味がある。テイクアウトでも。 

・土日開放や月に一度でも 16時までの開所。 

・コロナのこともあるので難しいとは思いますが、園庭開放の日があると嬉しいです。 

・色んなふれあい遊びを教えてもらいたい。 等 
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番号 4 主管課 教育総務課 開始年度 平成 17年度 

事業名 高等学校活性化事業 区分 継続 

事業の目的 

岡山県立林野高等学校後援会に対し、教育振興を後援し、普通科進学校と

しての個性的で魅力的な学校づくりを支援するとともに、地域に開かれた学校

づくりの推進を図る。 

 

事業の内容 

優秀な人材の育成及び特色ある学校づくりを通じた地域に根ざした教育活

動の展開を支援し、高等学校の活性化を図るため、後援会を通じて、補助金を

交付する。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 1,500 1,500 1,500 

取組状況 

（事業実績） 

次ページ参照 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

林野高等学校の先進的な取組の 1つに、生徒全員が所有する Chromebook

を使用した新たな ICT の利活用研究がある。この取組みを支援するため、関連

備品の購入や ICT 環境整備等への助成、学力向上のための支援を行ってい

る。 

 

成果 

令和 4年度も市内の小中学校において、一人 1台 Chromebook端末を貸与

し、その活用について、林野高校の先生や生徒を講師として招き、研修をして

いただいた。 

また、生涯学習の基盤となる学校として、地域と連携した教育活動やボランテ

ィア活動に対する地域の期待が非常に高まった。 

 

課題と今後の取組 
今後も、同校と連携し、当市における ICT 教育を推進していく必要がある。 
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番号 5 主管課 教育総務課 開始年度 平成 17年度 

事業名 遠距離通学費補助事業 区分 継続 

事業の目的 

遠距離通学児童生徒の保護者が負担する交通費等を援助し、義務教育機会

均等の円滑な実施を図る。 

 

事業の内容 

遠距離通学の児童生徒のためにｽｸｰﾙﾊﾞｽを運行しているが、東粟倉から大原

中学校への通学のみ、地元企業の利用促進として、民間バスを利用している。そ

の定期券の購入費、また、学校までの通学距離が 6kmを超える自転車通学生徒

（ｽｸｰﾙﾊﾞｽ利用が 6ｋm 以上であるため）に対し、年間 15,000 円の遠距離通学補

助を行っている。（1学期につき 5,000円） 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 3,636 4,367 3,818 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

 民間バスの定期券購入：2,098,800円 

6km以上の自転車通学：15,000円×115名-5,000円 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

学校との連携を密にし、生徒の通学方法等を正確に把握することにより、対象

者へ確実に補助することになることから、学校との連携を今後も強固にしていく。 

 

成果 

保護者の経済的負担の軽減や教育機会均等の補償のみならず、公共交通機

関利用促進に寄与している。 

 

課題と今後の取組 

転出入・転居等による対象者の増減を適切に把握し、申請及び支給漏れがな

いようにする。 
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番号 6 主管課 教育総務課 開始年度 平成 17年度 

事業名 ヘルメット購入補助事業 区分 継続 

事業の目的 
自転車通学生徒の安全確保を図るため。 

 

事業の内容 

中学校へ自転車通学する生徒の通学途上の安全を確保するため、ヘルメッ

トの購入補助を行う。自転車通学する中学生へ 3 年間を通して 1 回のみの補

助として、上限 2,500円を交付する。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 363 344 274 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

2,500円×109名 

2,000円×1名 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

3年間を通じての 1回の補助であり、新入学の 1年生のみが対象ではないた

め、転入時などの周知を徹底することで、対象者への補助漏れを防いでいる。 

 

成果 

自転車通学の生徒の安全確保のため、ヘルメット着用は必然であり、購入補

助により着用率を高める効果となっている。 

 

課題と今後の取組 
学校を通じての申請及び交付のため、手続きの簡略化を進める。 
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番号 7 主管課 教育総務課 開始年度 平成 17年度 

事業名 就学援助事業 区分 継続 

事業の目的 

学校教育法に基づき、経済的理由によって就学が困難と認められる児童・生

徒の保護者に対し、必要な援助を行うことにより、義務教育の円滑な実施に資

することを目的とする。 

 

事業の内容 

就学援助費の支給の対象となるのは、生活保護法により保護を受けている者

及び保護を受けてはいないが、保護を必要とする状態にある保護者であり、認

定された場合は、給食費・学用品費・校外活動費等の就学に必要な経費の一

部を支給する。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 23,198 23,364 25,723 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

小学生：準要保護 200名、13,901,005円 

中学生：準要保護 122名、11,822,470円 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

学校との連携を密にし、制度周知を徹底することで、支援を必要とする人へ

確実に援助する必要がある。 

 

成果 

児童生徒数は年々減少するが、対象児童生徒数は増加傾向にある。なお、

就学援助については、新入学児童生徒学用品費の支給目的に鑑み、当該費

目について平成 30年度から特例による入学前支給を実施している。 

 

課題と今後の取組 

援助が必要な世帯に確実に援助ができるよう、制度周知を徹底する必要が

ある。 
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番号 8 主管課 教育総務課 開始年度 平成 17年度 

事業名 特別支援教育就学奨励費事業 区分 継続 

事業の目的 

障がいのある児童・生徒が小学校・中学校の特別支援学級等で学ぶ際に、

保護者が負担する教育関係経費について、家庭の経済状況等に応じ援助し、

保護者の経済的負担を軽減することを目的とする。 

 

事業の内容 

特別支援学級等へ就学するために必要な経費の一部を奨励費として支給

する。対象となる経費は、給食費・学用品費・校外活動費等。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 3,070 3,461 3,318 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

小学生：65名、2,441,332円 

中学生：21名、 876,501円 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

就学奨励費は、特別支援学級の在籍者以外でも、通常学級で学校教育法

施行令第 22 条の 3 に規定される程度の障がいがあれば対象となるため、学校

と連携し、制度周知の徹底を図る必要がある。 

 

成果 

就学時検診及び幼稚園等で事前に資料を配布し、入学前に購入した物品

に関する領収書保管の必要性を周知した。 

 

課題と今後の取組 

支給にあたり学用品購入時の領収書の添付が必要だが、申請時に破棄して

いる保護者が数人存在する。対象の保護者全員に適切な支給を行えるように

制度及び必要書類の周知をする。 
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番号 9 主管課 教育総務課 開始年度 平成 17年度 

事業名 矢田茂・原田政次郎・福田五男奨学基金事業 区分 継続 

事業の目的 

経済的理由により大学及び専修学校への修学が困難な者に対し、奨学金の

貸与を行い、進学への後押しを行うとともに、将来社会に貢献し得る有為な人

材育成に寄与する。 

 

事業の内容 

成績証明書等必要書類を添付した申請を受け、運営審議会において奨学

生を選考する。選考した奨学生に対して年額上限 36万円を貸与する。 

大学卒業後、1年を経過した翌月から貸付を受けた月数の 3倍に相当する期

間内にその全額を月賦、半年賦又は年賦で償還する。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 3,641 3,637 5,077 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

新規貸付者：30,000円×12 月×7名（2,520,000円） 

継続貸付者：30,000円×12 月×7名（2,520,000円） 

＜参考令和 4年度末現在＞ 

滞納額過年分：5名 1,296,000円 

滞納額現年分：2名  140,000円 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

近年の新規貸付者は減少傾向であったが、令和 4 年度は 7 名の貸付となり

増加した。令和 5年度は追加募集等含め更なる支援ができるよう努める。 

 

成果 

経済的理由により就学が困難なものに対し奨学金の貸付を行い、人材育成

に繋がっている。 

 

課題と今後の取組 

広報に努めるとともに今後も事業を継続していくため、さらに運用を図ってい

く。 
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番号 10 主管課 教育総務課 開始年度 平成 17年度 

事業名 文化芸術振興奨励金支給事業 区分 継続 

事業の目的 文化芸術推進のための人材育成を図ることを目的に支援を行う。 

事業の内容 

国内及び国外において開催される文化芸術全国大会等へ出場する個人、

団体に対し奨励金を支給する。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 0 15 53 

取組状況 

（事業実績） 

令和元年度 個人（高校生）：15,000円×1人、個人（中学生）：20,000円×1人 

令和 2年度 実績なし（コロナのため大会等中止） 

令和 3年度 個人（高校生）：15,000円×1人 

令和 4年度 個人（高校生）：15,000円×1人、個人（小学生）20,000円×1人 

個人（小学生）：18,000円×1人 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

広報周知活動に努める。 

成果 
出場生徒に対し激励金を支給した。 

 

課題と今後の取組 
制度周知を行い、文化芸術推進の後押しを図る。 

 

 



１９ 

 

番号 11 主管課 教育総務課 開始年度 平成 27年度 

事業名 全国大会参加補助事業 区分 継続 

事業の目的 

美作市立小中学校の児童生徒のスポーツ及び文化活動への参加を促進す

るため。 

 

事業の内容 

全国大会等に出場する生徒等に対し、美作市立小中学校全国大会参加補

助金を交付する。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 0 37 141 

取組状況 

（事業実績） 

令和元年度 中学校柔道：38,400円 

令和 2年度 実績なし（コロナのため大会等中止） 

令和 3年度 中学校柔道：25,800円 

         中学校陸上：9,800円 

令和 4年度 中学生柔道（中国大会）：56,900円 

中学生柔道（全国大会）：82,000円 

中学校陸上：2,100円 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

広報・周知活動に努める。 

 

成果 
出場者の交通費、宿泊費等負担の軽減となった。 

 

課題と今後の取組 
制度周知を行い、スポーツ及び文化活動の促進の後押しを図る。 
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番号 12 主管課 学校教育課 開始年度 平成 25年度 

事業名 

放課後学習サポート事業 

→主体的な学びの基盤づくり事業（R4 年度より事

業名変更） 

区分 継続 

事業の目的 

小学校、中学校に支援員を配置し、放課後等に補充的な学習等を実施する

ことで、学習内容の確実な定着を図り、児童生徒の学力向上を図る。 

 

事業の内容 

市内 8小学校（勝田、勝田東、大原、東粟倉、美作北、江見、土居、英田）、2

中学校（大原、作東）に支援員を配置し、補充学習を中心に行う。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 2,086 1，110 1,567 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 市内 8小学校 24名・3中学校 10名を配置 

開催件数 小学校：8校 207回、中学校：2校 57回 

※新型コロナ感染症の影響で開催回数減により、事業費減。 

  

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

市内小・中学校全校において主体的な学びの基盤づくり事業の実施。 

令和 5年度 

小学校１校、中学校 3校 未配置 

 

成果 

主体的な学びの基盤づくりについては、質問しやすく、課題克服が行いやす

い等、学習意欲の向上が図られた。令和 5年度 4月実施、全国・県学力学習状

況調査において、算数・数学「授業がよくわかる」に肯定的回答した児童生徒の

肯定的回答が小５で 2.3Ｐ、中１で 1.3P県平均を上回った。 

しかし、新型コロナ感染症拡大により実施が困難な時期があった。 

また、人材の確保が難しかった。（未実施４校美作第一小、勝田中、美作中、

英田中） 

 

課題と今後の取組 
各校における支援員・指導員の確保が課題である。 
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番号 13 主管課 学校教育課 開始年度 平成 27年度 

事業名 問題データベース事業 区分 継続 

事業の目的 
基礎・基本の定着及び活用力の育成を図り、学力向上を図る。 

 

事業の内容 

小学校（1年～2年：国語、算数 3年～6年：国語、算数、社会・理科、英語）

中学校（国語、社会、数学、理科、英語）で、補充学習や課題等に活用するた

め、問題データベースを利用する。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 2,075 2,024 2,735 

取組状況 

（事業実績） 

令和 2年度 アクセス回数平均 小学校：24.3回/月 中学校：41.6回/月 

令和 3年度 アクセス回数平均 小学校：15.4回/月 中学校：40.7回/月 

令和 4年度 アクセス回数平均 小学校：13.0回/月 中学校：47.9回/月 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

アクセス回数目標値 20回 

令和 4年度 アクセス回数平均  小学校：13.0回/月 中学校：4７.９回/月 

※小学校は目標値を達成していないが、タブレット PC 用ドリル教材「タブレット

ドリル」との併用は進んでいる。今後、補充学習や家庭学習等、活用機会の更

なる工夫を図りたい。 

 

成果 

令和元年度 9 月から「1 人 1 台端末」の整備に伴い、問題データベースのタ

ブレット PC 用ドリル教材「タブレットドリル」（小学校：国語算数、中学校：数学英

語）が導入され、紙ベースだけでなく端末の持ち帰りも含めたオンラインでの学

習機会の充実が図られた。 

令和 5 年度全国学力調査においても、小学校５校で国語算数において全国

及び県平均を上回った。 

 

課題と今後の取組 

紙ベースについてはログインせずに利用している学校もあるので、正確な活

用実績の把握が難しい。タブレットドリルについては、小学校の活用は進んでい

るが、中学校は活用が十分でない。今後、更なる活用を図りたい。 

 

 



２２ 

 

番号 14 主管課 学校教育課 開始年度 平成 28年度 

事業名 デジタル教科書導入事業 区分 継続 

事業の目的 

ICT 教材を活用し、児童生徒にわかりやすい授業づくりを進めるとともに学力

向上を図る。 

 

事業の内容 

小学校算数（全学年）及び中学校数学（全学年）にデジタル教科書を導入

し、授業のユニバーサルデザイン化を図り、児童生徒の興味関心を高めるも

の。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 4,455 1,100 0 

取組状況 

（事業実績） 

令和４年度 

算数 1～6年（全小学校） 数学 1～3年（全中学校） 

※算数は令和 2年度に 4年ライセンス購入。 

数学は令和 3年度に 4年ライセンス購入。 

実績：算数、数学では、問題場面の把握や課題解決の過程の場面で動画や挿

絵、図等の掲示に使用した。 

成果：特に「図形」「測定」「変化と関係」「データの活用」等の領域では、動画や

図を提示することにより、問題場面の把握が容易になるとともに、課題解決にお

いて量感や空間認知に課題がある児童生徒への支援となり、理解の深まりにつ

ながった。 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

（小 6・中 3）全国学力学習状況調査児童生徒質問紙項目「学習の中で PC・タ

ブレットなどの ICT 機器を使うのは勉強の役に立つと思いますか。 

・目標値 小学校、中学校：肯定的回答率 ９０％ 

・令和 5年度 4月状況 

小 6…99.4％ 

中 3…96.0％ 

 

成果 

目標指標は、小 6、中 3 ともにクリアしている。デジタル教科書導入は、児童生

徒の興味・関心を高めるとともに、学習理解を深めるのに効果的である。 

 

課題と今後の取組 

活用率の向上や活用方法の工夫が必要である。令和５年度も、国の事業であ

るデジタル教科書学習者用を含めた活用方法の工夫を探っていくとともに、１

人１台端末を活用した授業改善や家庭学習との連動を進めていく。 

  

 



２３ 

 

番号 15 主管課 学校教育課 開始年度 平成 27年度 

事業名 理科大好き応援事業 区分 継続 

事業の目的 
理科への興味関心を高め、学力向上を図る。 

 

事業の内容 

小学校 4年生を対象に 2単位時間（90分）の「おもしろ理科授業」を行う。また、

市内小学校教員（理科担当）を対象に「理科授業力アップ講座」を行う。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 200 250 270 

取組状況 

（事業実績） 

令和４年度 

「おもしろ理科授業」実施（90分）  

小学校 4 年生対象（勝田小、勝田東小、大原小、美作第一小、土居小、江見

小、英田小 希望した７校実施）  

※アンケート 

・理科授業がおもしろかった 95.7％ 

・内容がよくわかった 91.2％ 

「理科授業力アップ講座」を実施 

小校教員 11名参加 

・今後の授業改善に役立つ 100％ 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

実施後のアンケートについて、各項目で肯定率 80％以上。 

令和 4年度末 

実施後のアンケートについて、各項目で肯定率 80％以上であった。 

 

成果 

理科大好き応援事業は、事業後のアンケートより、児童・教員の関心の高まりが

うかがえる。 

〔児童〕 

・理科授業がおもしろかった 95.7％ 

・内容がよくわかった 94.7％ 

〔教員〕 

・今後の授業に役立つ 100% 

 

課題と今後の取組 

・子どもたちの理科への興味関心やニーズに合わせて、岡山理科大学と調整し

ながら進めていきたい。 

・夏休みの岡山理科大学の見学・体験ツアー（小 4～小 6対象）を継続実施し、

理科への興味・関心を高め、学力向上を図りたい。 

 

 



２４ 

 

番号 16 主管課 学校教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 ＡＬＴ派遣事業 区分 継続 

事業の目的 

美作市内小・中学校へ英語を母語とする質の高いＡＬＴを派遣し、小・中学校

における英語指導の充実及び異文化理解の推進を図る。 

 

事業の内容 

小学校 1校週 1～2日配置、中学校 1校週 2～4日配置。小学校外国語活動（3

～4 年）外国語科（5～6 年）における指導の充実や異文化理解の推進及び中

学校外国語科における 4技能をバランスよく育成する授業づくりの支援を行う。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 28,395 27,900 27,649 

取組状況 

（事業実績） 

令和４年度 

市内 9小学校に週 1～2日配置、市内 5中学校に週 2～4日配置 

小学校・中学校：民間委託（４名） ※保育園、こども園、幼稚園へも交流指導 

中学校：JET プログラム（2名） 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

○全国・県学習状況調査児童生徒質問紙 項目「英語の勉強はすき」（小 5・小

6・中 1・中 3） 

・目標値  肯定率 60% 

R5状況 小 5…58.6%  小 6…67.0% 

中 1…64.7%  中 3…48.1% 

○全国・県学力調査（中学校） 

・目標値  正答率 県との差 –3.0ポイント以内 

R5状況 中 1…80.5%（-2.5） 

中 2…42.1%（-4.8） 

中 3…37.0%（-7.0） 

 

成果 

小学校では、コミュニケーションを図る基礎となる資質能力の育成と中学校英語

へのスムーズな接続を目指し、担任や英語専科が ALT を有効活用し「言語活

動」を充実させた指導を行っている。その成果として、質問項目では小 6、中 1

で、正答率では中 1で目標値を達成している。 

 

課題と今後の取組 

中学校の正答率は学年が上がるにつれて目標値との差が開いている。 

また、質問紙項目の状況に鑑みて、「言語活動の充実」の視点から、関心・意欲

を高める生徒主体の授業改善にむけた、さらなるＡＬＴ活用の工夫が課題であ

る。 

 

 



２５ 

 

番号 17 主管課 学校教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 適応指導教室（美作塾）事業 区分 継続 

事業の目的 

不登校及びその傾向にある児童・生徒に対して、相談・指導を行うことにより自

立援助を行い、集団適応能力を育成することを目的とする。 

 

事業の内容 

適応指導教室「美作塾」において、不登校児童、生徒に対する適応指導、学校

復帰に向けた学習支援や体験活動、不登校に対する相談活動、通室児童生

徒の進路指導および進路保障、不登校要因に発達障がいなどが疑われる児童

生徒およびその家族への支援等を行う。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 4,282 6,427 6,798 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

市内小・中学校 不登校等の状況 

長欠 30日以上：小学校 35人 中学校 49人 

通塾（登録数）：小学校 2人 中学校４人 

令和 4年度 

通塾：小学校 2人 中学校 4人 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

登録者率（通塾／長欠）20％ 

学校復帰率（復帰／通塾）30％ 

令和 4年度末状況 

登録者率（通塾／長欠） ７．１％ 

学校復帰率（復帰／通塾）16．７％ 

 

成果 

本市における長期欠席者数は増加傾向にある。美作塾は、6 人の在籍であっ

たが、通塾者のうち 1人が学校復帰した。また、2人が高校へ、2人が特別支援

学校へ進学した。 

 

課題と今後の取組 

学校の担当者等が美作塾の指導方針・内容、入塾の手順等理解できておら

ず、行き違いになるケースがあった。生徒指導・不登校担当者会で概要を説明

し、入塾への手続きと関わり方について周知を図る。 

 

 



２６ 

 

番号 18 主管課 学校教育課 開始年度 平成 26年度 

事業名 小学校における不登校対策実践研究事業 区分 継続 

事業の目的 

小学校において、不登校傾向にある児童やその保護者に対して、登校支援員

の配置や不登校担当教員への研修を行い、担任と連携したケア・家庭訪問な

どの実施を通じて不登校未然防止に努めることが目的の事業。 

 

事業の内容 

美作第一小学校に登校支援員を配置し、不登校傾向にある児童やその保護

者に対して、登校への働きかけを行う。 

また、校内に不登校担当教員を指名し、研修等を実施することにより、不登校

傾向にある児童への対応を充実させる。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 826 740 662 

取組状況 

（事業実績） 

令和４年度 

美作第一小学校に登校支援員 1名を配置。 

長欠 30日以上：15人 

不登校：2人 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

長欠 30日以上児童 10人以下（令和 3年度：13人） 

新たな不登校児童を生まない（令和 3年度：1人） 

 

成果 

登校支援員を配置した美作第一小学校において、登校支援員が朝の迎えや

家庭連絡を中心となってサポートしている。欠席が多くなり始めた児童や該当

家庭への関わりを多く行ったことにより、登校へと向かわせることができた。 

これらの取組により、長期欠席（30 日以上欠席）は、ほぼ横ばいで留めている

（R2:14 人 → R3:13 人 → R4:15 人） 。新たな長期欠席児童については、

年々減少している（R2：10人 → R3：5人 → R4:3人）。 

 

課題と今後の取組 

依然として長期欠席が多い。今後、学校だけでなく福祉部局等外部との連携を

強化し、対応を進めていく。 

令和 5 年度から美作北小学校も同システムを活用しており、お互いの情報を共

有することにより更なるシステムの向上を図る。また、配置校における支援ノウハ

ウを、市内不登校・生徒指導担当者会において情報共有し、他校の取組の参

考とする。 

 

 



２７ 

 

番号 19 主管課 学校教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 特別支援教育支援員配置事業 区分 継続 

事業の目的 
小中学校に在籍する発達障がいを含む障がいのある子どもたちに対する適切

な支援を行う。 

事業の内容 

発達障がいを含む障がいのある児童生徒に対して、基本的生活習慣確立のた

めの支援や学習支援、様々な活動の際の安全確保、さらに、他の児童生徒へ

の障がい者理解の促進を図る。 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 73,124 69,150 70,444 

取組状況 

（事業実績） 

令和４年度 

市内 8小学校 17名、5中学校 8名を配置 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

目標指数 

特別支援学級在籍児童生徒数における特別支援教育支援委員会での出級判

定適、通級判定適の割合。 

※特別支援教育支援員の支援が、特別支援学級在籍の児童生徒の通常学級

への出級（自立と社会参加）へつながっていることを評価するための指標。 

目標値 10％ 

令和 2年度 7.4％（小 1～中 2特別支援学級在籍者数 136人 出級者 10人） 

令和 3年度 2.1％（小 1～中 2特別支援学級在籍者数 140人 出級者 3人） 

令和 4年度 12.6％（小 1～中 2特別支援学級在籍者数 151人 出級者 19人） 

 

成果 

令和 4 年度の出級率は 12.6％と前年度から急増し、目標値を超えた。通常学

級での特別支援教育支援員の配置により、支援を要する児童生徒の適切な学

びの場の選択肢が広がっている。 

特別な支援を要する児童生徒の割合は年々増加傾向にある。 

○支援が必要な児童生徒割合 

･令和 2年度：小 26.2％、中 22.0％ 

･令和 3年度：小 24.8％、中 22.4％ 

･令和 4年度：小 27.2％、中 23.2％ 

担任教師だけでは十分な支援が行き届かないことに対して、支援員が対応する

ことで、支援が必要な児童生徒が安心して学校生活を送ることができている。 

課題と今後の取組 

障がいが多様化しており、担任教師だけでは十分な支援が行き届かないことが

数多くある。そのために、支援員の配置は不可欠であり学校からの要望も大き

い。特別支援教育支援員が更に効果的な支援を行い、支援を要する児童生徒

が安心して学習ができ、特別支援学級からの出級（自立と社会参加）へつなげ

られるよう研修を充実させたい。（令和４年度は、年２回実施。令和５年度も年 2

回行う予定。） 

 



２８ 

番号 20 主管課 学校教育課 開始年度 平成 27年度 

事業名 ユニバーサルデザイン教育推進拠点校事業 区分 継続 

事業の目的 

特別支援教育の視点に立ち、特別な支援を必要とする子どもたちのみならず、どの子にと

っても参加しやすい環境づくりやわかりやすい授業づくりなど、多様で柔軟な学びの場を構

築できるように研究を行う。 

事業の内容 

推進拠点校を定め、外部講師を招聘して講演会や授業研究を行うなど、どの子にもわかり

やすい学習環境及び授業づくりの研究を行う。 

拠点校以外の教員や特別支援教育コーディネータの参加により、ユニバーサルデザイン

教育の考え方を広め、市内全体の環境整備が進める。 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 113 150 150 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

推進拠点校：英田小学校（英田中学校区） 

外部講師として、川崎医療福祉大の重松孝治講師を招聘して講演会や授業研究を行うな

ど、どの子にもわかりやすい学習環境及び授業づくりの研究を行う。 

特別な支援を必要とする生徒も落ち着いて授業に参加できるようになり、成果が見られる。

年間 4回の研修会（講演会・公開授業・授業研修）を実施。 

 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

（小 6・中 3）全国学力学習状況調査児童生徒質問紙 項目「国語の授業の内容はよく分か

りますか」「算数・数学の授業の内容はよく分かりますか。」（肯定率） 

（小 5・中 1・中 2）岡山県学力学習状況調査児童生徒質問紙 項目「国語の授業の内容は

よく分かる」「算数・数学の授業の内容はよく分かる」（肯定率） 

※特別支援教育の視点をもった授業が行われることにより、児童生徒が、わかりやすい国

語・算数の授業ができているかを判断するための目標指数。 

目標値 肯定率 80％ 

令和 5年度状況 

国語 小 5…90.0％、小… 86.1％、中 1…89.1％、中 2…85.0％、中 3…88.9％ 

算数・数学 小 5…88.8％、小 6…80.9…％、中 1…84.3％、中 2…77.2％、中 3…82.5％ 

  

成果 

平成 29 年度からは推進拠点校を中学校に定め、研究を引き続き行っている。中学校区で

UDが小中連携した取組となるよう、研究を行い、その研究内容を市内に発信している。 

令和元年度～3 年度で、作東中学校区の全小・中学校が研究授業を行い、中学校区での

特別支援教育の視点を持った授業づくりが進んだ。令和４年度からは、英田小学校が拠点

となり、英田中学校区の保・幼・小・中連携で研究を進めている。 

中２数学のみ目標指数に達しなかったものの、他では達成した。 

課題と今後の取組 

目標指数は中学校２年数学でクリアできなかった。 

推進拠点の中学校区での活動による授業改善、意識変革を、市内全域にどのようにして広

めていくかが課題。研修会の案内を市内に出すとともに、内容や成果についても市内に発

信し還元していく。 

 



２９ 

番号 21 主管課 学校教育課 開始年度 令和元年度 

事業名 幼児教育推進体制構築事業 区分 継続 

事業の目的 

就学前教育の質的充実と小学校への円滑な接続のため、就学前教育に携わる

職員等の指導力の向上を図るとともに、幼児教育の改訂版美作市保こ幼小接

続カリキュラムの普及、及びアプローチカリキュラム、スタートカリキュラムの実施

に応じた具体的な改善支援等を行う。 

事業の内容 

幼児教育アドバイザーを配置し、円滑な接続のための研修会の企画・運営及び

アプローチカリキュラム・スタートカリキュラムの実施状況を確認し評価・改善の

ための支援を行う。また、研修内容を見直し改善を行い、市独自の研修の実施

や内容の充実を図る。 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 2,889 2,724 2,816 

取組状況 

（事業実績） 

・保育の質の向上と研修の整備 

・保こ幼小中連携と相互理解の推進 

・PDCA マネジメントサイクルに基づく「アプロ―チカリキュラム」と「スタートカリキ

ュラム」の改善継続 

・スタートカリキュラムの合同作成の継続と検証（保こ幼小） 

目標指標 

目標年度 

令和４年度末状況 

幼児教育アドバイザーを配置し、研修回数等について検証し、園長等の専門

性やマネジメント力の向上等研修を充実していく。校長会・園長会における保こ

幼小接続の取り組みの提案・周知を行い、幼小の接続の取組の確実な継続を

行う。研修体制活用のための保育士等育成指標を作成・周知を行い、活用を

進めていく。県や幼児教育センターを設置している3市との連携を継続し、近隣

町村と協議会を年 2回もつ。 

成果 

保こ幼小の互いの理解を深めるために小学校１年生担任等の保育体験の実施

や、小学校区ごとに「保こ幼小連携年間計画表」作成をし、ねらいをもった連携

を計画的に継続、実施することができている。アプローチカリキュラム、スタート

カリキュラムの実態に応じた改善率 100％、スタートカリキュラムの園と小学校の

合同作成率 100％となっている。 

また、幼児教育アドバイザーのオンライン研修等への参加することで国の最新

の動向や情報を得るなど架け橋プログラムの実施に向けての情報取集を図っ

ていった。今年度は、美作市幼児教育研修会に近隣町村及及び同じ学区内の

小学校の先生方にも参加を呼びかけ合同研修として実施することができた。 

課題と今後の取組 

キャリアステージにあった研修参加の呼びかけや各年齢担当部会として公開保

育をそれぞれ 1 回ずつ開催し、協議も含め各年齢部会が一日研修として計画

実施できたことは大きな成果である。また、接続については幼児教育アドバイザ

ーが丁寧に学校訪問を行い、スタートカリキュラム実施の検証をしていき、園と

小学校の橋渡しとして大きな役割を担っている。 

今後の課題としては、この取組が継続し発展していけるよう、幼児教育アドバイ

ザーの継続的な育成も長期的な計画として考えていきたい。 
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番号 22 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 生涯学習講座開催事業 区分 継続 

事業の目的 市民へ学習機会を提供する。 

事業の内容 

①新規生涯学習講座の提供 

②子ども対象体験教室の開催 

③高齢者の生きがいや健康づくり支援 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 1,265 1,787 1,318 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

■生涯学習講座 

市民を対象に講座を開催し、生涯学習意欲を高める。 

■高齢者大学 

市内の 65歳以上を対象とした高齢者大学を開催。 

 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

〇高齢者大学の再編（各地域に 1大学） 

〇令和 5年度 

〇美作地域 7大学。勝田、大原・東粟倉（合同）、英田、作東各 1大学 

 

成果 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、事業縮小での実施となったが、

子ども対象の体験教室の開催や高齢者の生きがいづくりを行った。 

 

課題と今後の取組 

市民の学習ニーズを把握することで、充実した学習機会が提供できるように取り

組みたい。 
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番号 23 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 文化センター事業 区分 継続 

事業の目的 

市民に芸術文化等に触れる機会と発表の場を提供し、心豊かな人生が送れる

よう芸術文化の振興を図る。 

 

事業の内容 
文化センター・市民センターの貸館業務（特殊舞台装置等の使用者への提供） 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 5,100 12,955 4,849 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

文化センター、市民センターの貸館業務。 

①文化センター利用者数 4,400人、利用回数 24回 

②市民センター利用者数 12,730人,利用回数 1,413回 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

〇文化センターの改築 

〇計画なし 

 

成果 
文化センター・市民センターの貸館業務（特殊舞台装置等の使用者への提供） 

 

課題と今後の取組 

美作文化センターは、昭和 49 年の建設から 47 年が経過しており、老朽化によ

る多額の修繕・工事が発生している。 
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番号 24 主管課 社会教育課 開始年度 平成 23年度 

事業名 おかやま子ども応援事業 区分 継続 

事業の目的 

地域住民の参画により、学校教育支援、放課後等支援、家庭教育支援の活動

を効果的に組み合わせた取組を推進し、学校・家庭・地域が連携して地域ぐる

みで子どもを健やかに育むとともに、学校力、地域力の向上を図る。 

事業の内容 

①地域学校協働本部事業…地域住民がボランティアとして学校に入り、学習支

援や学校行事等の支援、環境整備活動など。 

②放課後子ども教室事業…放課後や週末、長期休業中における体験活動、交

流活動を地域の協力を得て提供。 

③家庭教育支援事業…家庭教育支援チームによる相談活動、家庭教育に関

わる研修会等の実施。 

④土曜教育支援事業・・・地域住民が指導者となり、土曜日や長期休業中等の

休日に学習支援を中心に実施。 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 2,249 2,482 2,108 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

地域の教育力を活かした教育を推進するために、地域学校協働本部事業・放課後

子ども教室推進事業・家庭教育支援事業・土曜日教育支援事業を実施。 

地域学校協働本部事業で 14校（江見小、土居小、作東中、英田小、英田中、美作

第一小、美作北小、美作中、勝田小、勝田東小、勝田中、大原小、大原中、東粟倉

小）実施。ボランティア登録者数 555名。 

放課後子ども教室推進事業は 6 教室で、絵本の読み聞かせや伝統芸能教室等を

実施。延べ 56日開催。延参加者数 332名。 

家庭教育支援事業は、支援員 6名。年間延べ 164日活動。 

土曜日教育支援事業は、2教室で延べ参加者数 410名、延べ 18回実施。 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

〇ボランティア・推進員の次世代育成 

〇令和 10年度 

成果 

学校・家庭・地域がともに連携し、子どもたちの健全育成を図っている。 

地域学校協働本部事業は、全中学校区で事業展開している。 

放課後子ども教室事業は、学力向上の問題から国・県レベルで学力補充に向

けた取組に事業転換されてきている。 

また、家庭教育支援事業は、6名での家庭教育支援に取り組んだ。岡山県が推

進する「親育ち応援学習プログラム」を要望する学校・園に対し実施。更なる普

及啓発を推進していく必要がある。 

課題と今後の取組 

今後は、学校・家庭・地域の連携をより密にした中学校区単位でのつながりづく

りを推進するため、協働活動推進員を中心に保幼小中のタテの連携及び各事

業間のヨコの連携が求められる。 

指導員やボランティア登録者の高齢化が進んでおり、次世代の育成が必要とな

っている。 
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番号 25 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 青少年健全育成事業 区分 継続 

事業の目的 

青少年健全育成啓発活動の推進、学校・家庭・地域の連携・協調、青少年への

自然体験・生活体験等の体験活動を推進する。 

 

事業の内容 

ＰＴＡ連合会や岡山県青少年育成県民会議、子ども会連合会、各種団体と連

携し、青少年の非行防止・健全育成の啓発活動を推進した。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 114 183 185 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

■青少年健全育成大会（11/6）  

「明るい家庭づくり作文」表彰式の開催 

■地域子ども活動支援事業補助金（2団体） 

■子ども会連合会育成事業補助金 

 （2団体,会員数 119名）活動に助成 

 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

○青少年健全育成大会の開催を継続し、「明るい家庭づくり」作文を通じて青

少年の健全育成推進に励む。 

○現況：作文応募者数（小学生 306名、中学生 198名）計 504名 

 

成果 

全国的に青少年が加害者・被害者となるような事件が続発している。 

また、近年ＳＮＳに関連した事件も多くなっているため、小・中学校でのモラル教

室を開催し、未然防止に努めた。青少年が社会との関わりを自覚しつつ、自主

性を発揮し、自らの目標を持ち成長できる社会の実現に向け、学校・家庭・地

域の連携の推進・促進を図ることができた。 

 

課題と今後の取組 

今後も、ＳＮＳに関連した教室を開催し、事件の未然防止に努めるとともに、そ

の他薬物などに関連することに関しても、並行して力を入れていきたい。 

「明るい家庭づくり作文」では、継続することで青少年の健全育成を促していき

たい。 
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番号 26 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 青少年育成センター事業 区分 継続 

事業の目的 

家庭・学校・地域社会が相互の連携と協調を図りながら次代を担う青少年の健

全育成、非行防止に努める。 

 

事業の内容 

専門指導員 1 名により市内を定期巡回し青少年の非行防止と街頭補導を実

施。また、相談員1名は家庭からの相談や不登校児童、生徒の支援活動に取り

組んだ。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 7,163 7,031 4,613 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

専門指導員 1 名により市内を定期巡回し青少年の非行防止と街頭補導を実

施。また、相談員 1 名は適応指導教室「美作塾」と連携し、不登校児童生徒の

学校復帰、家庭からの相談や児童、生徒の支援活動に取り組んだ。 

 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

○非行防止の為の防犯教室（非行防止教室、ネットモラル教室、いじめ防止教

室）を各小中学校で開催していく。 

○現況：令和 4 年度の市内小中学校における非行防止教室は（小学校 1 校、

中学校 3校）28％で実施 

 

成果 

学校・地域・家庭及び関係機関・団体との密接な連携を図り、より一層全市一丸

となって健全育成に取り組む必要がある。専任指導員の巡回や学校との情報

交換を密に行い、安全の確保、非行防止活動に取り組んだ。 

また、相談員を配置することを通し、不登校児童生徒個々の状況を把握し、組

織的・計画的に状況に応じた支援の推進に努めた。 

 

課題と今後の取組 

急激な情報化社会の進展により青少年を取り巻く環境は複雑化している。青少

年を、保護・教育を受けるだけの存在としてとらえるのではなく、自分の意見を

持ち、自らを表現し、他者を理解し、他者に働きかけ、家族や社会のため自ら

行動する能動的、積極的な側面を併せ持つ「青少年観」への転換を図る。 
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番号 27 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 二十歳（はたち）の会事業 区分 継続 

事業の目的 二十歳としての責任を自覚させ、地域社会への自立を促進させる機会とする。 

事業の内容 

参加者による実行委員会を立ち上げ、企画運営をおこなう。 

式典、記念品の贈呈、記念写真の撮影。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 653 590 587 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

参加者による実行委員会を組織。記念行事の企画や式典の運営に関わること

により、参加者主体の二十歳の会を実施。 

■参加者 

■参加者数 174名 

 

目標指標 

目標年度 

令和 3年度末状況 

〇参加者の式典運営への参加、内容の見直し 

〇令和 5年度 

成果 

参加者で構成する実行委員会が式の企画・運営を行った。その結果、参加者

どうしで呼びかけ、自分たちのアイディアを活かした式典を開催することができ

た。 

今後も実行委員会形式で参加者が主体となった式典を計画し、二十歳としての

自覚を育む行事とするとともに、郷土である“美作”の良さや定住を考えるきっか

けづくりにつなげる。 

 

課題と今後の取組 

実行委員会形式で進めているが、進学等で一同に会しての打合せが困難であ

る。リモートを会議など取り入れながら進めていく。 
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番号 28 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 人権教育事業 区分 継続 

事業の目的 

人権問題の解決と、人権が守られる社会の実現に向けて研修会、講演会、講

座等幅広く人権教育・啓発に取り組む。 

 

事業の内容 

①人権教育事業…家庭・学校・地域など様々な場所や機会を活用し、人権意

識や人権感覚をはぐくみ、差別や虐待などの人権侵害を許さない人権尊重社

会の実現を目指した教育・啓発活動を進める。 

②教育集会所管理事業…教育集会所の管理・運営を行う。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 1,559 1,543 1,226 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

人権教育の啓発を目的として標語・ポスター・作文を市内小、中学生から募集

し人権教育を推進 

■人権教育推進委員会（2回） 

■市内小中学生から募集した人権啓発作品の表彰と発表 

■市内学校への人権教育推進 

 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

〇人権教育・啓発推進基本計画の見直し 

〇令和 4年度改訂 

 

成果 

①人権教育事業については、小中学校のＰＴＡを対象に研修を行い、人権 

意識の高揚を図ることができた。 

②教育集会所については、設置された経緯等を十分踏まえた上、管理している

地元住民と十分な協議を行いつつ、施設の運用・維持管理に務める。 

 

課題と今後の取組 

ＳＮＳによるトラブルやＬＧＢＴＱ、感染症患者に対する差別など、新たな人権課

題に対応した取り組みが求められている。 

 



３７ 

 

番号 29 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 公民館事業 区分 継続 

事業の目的 

市民の主体的な学習活動を支援し、活動の機会や交流の場を提供することに

より、生涯学習の推進を図ることを目的とする。 

 

事業の内容 

市内に公民館を18館設置し、市民の身近な生涯学習施設として学習機会の拡

充及び、市民団体・サークル活動の育成や支援を図っている。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 34,730 50,642 321,647 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

作東公民館の新築に向け、設計、入札を行い、令和 5 年度中の完成に向けて

施工に取り掛かった。 

感染予防のため、利用制限はあったが、可能なところから事業を実施、再開し

た。 

 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

 市内公民館の再編に向け、地元協議を進めていく 

成果 

従来の本市の公民館業務は貸し館業務が中心であり、文化協会等の文化団体

やサークル等が活動の拠点として公民館を利用する機会が多く見られた。 

 

課題と今後の取組 

社会教育委員から提出された「美作市公民館の設置、管理及び運営のあり方

に係る答申」に基づき、公民館の再編整備を進め、地域の拠点施設としての活

用を目指す必要がある。 
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番号 30 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 図書館事業 区分 継続 

事業の目的 

あらゆる年齢層における市民の生涯学習の推進に資するとともに、市民が必要

とする資料の入手や整理・保存を行い、芸術や文学を鑑賞し、地域文化の創造

を行う施設として運営を行う。 

また、市民にとって情報と交流の場の提供と豊かな地域社会の形成に寄与する

ことを目的とする。 

 

事業の内容 

学校図書と連携を図りつつ児童・生徒の読書活動推進に取り組むとともに、市

内の学校・園への団体貸出サービスの充実に努めた。 

また、山間地域へ出向く出張図書館の定着化を図り、新規の利用者獲得を行

った。 

図書館イベントでは、読み聞かせ会（ボランティア）や映画会の定期開催による

幼児・児童の視聴覚教育、集いの場を提供した。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 49,435 43,940 32,587 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

図書館の図書を充実させるため、新刊図書やリクエスト本を購入し、読書活動

の推進を図った。 

■図書館活動の推進として、おはなし会や映画会の実施、本に興味を持たせ

るための図書館クイズなどイベントを定期的に実施。読み聞かせボランティア団

体とも連携を図っている。 

■学校図書との連携を強化するとともに、団体貸出サービスの有効活用を図っ

た。 

■移動図書館車の活用し、利用者サービスの充実を図った。 

延べ 116回実施 5,321冊貸出、蔵書冊数 159,925冊 

 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

○来館者数：40,000人 

○令和 10年度 

〇令和 4年度：31,792人 

 

成果 

図書館を利用し難い山間地域を巡回する移動図書館車の活用を行い、定着化

しつつあるコミュニティカフェ以外にも巡回サービス地点を増やし、新規利用者

の獲得や利用者サービスの向上に努めた。 

 

課題と今後の取組 

市内に図書館は 6 館あるため、それぞれが特色のある図書館づくりに取り組

み、市民が本に触れられる身近な場所となるように努める。 
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番号 31 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 文化芸術振興事業 区分 継続 

事業の目的 
文化連盟への支援のほか、文学祭、文化講演会等の事業を開催することによ

り、本市の文化レベルの向上を目指す。 

事業の内容 

①文化協会事業…文化祭、発表会の開催支援を行う。 

②美作市民文学選奨事業…読書感想文、俳句、短歌、川柳の 4 部門で、幅広

い年代層の市民から作品を募集する。優秀作品は、表彰し、冊子にまとめ、市

内の図書館等に配布。 

③伝統芸能鑑賞事業…市内小学 6 年生を対象に日本の歴史や文化を学ぶ機

会を提供している。 

④文化芸術振興事業…中村天平ピアノコンサートを実施。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 1,755 1,287 2,366 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

■音楽事業 

美作市文化芸術振興委員会を組織。市民が本物の音楽や芸術に触れる機会

を提供。 

■文化芸術事業 

①バレンタイン子ども絵画展を実施。出展数 142点 

②みまさかバレンタイン愛の美術展を実施。出展数 70点 

③美作市民文学選奨を実施。読書感想文、俳句、短歌、川柳の 4 部門で市民

から作品を募った。 

④伝統芸能鑑賞事業では、市内の小学 6年生約 200名が、狂言を鑑賞した。 

 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

①バレンタイン子ども絵画展は継続実施   

②みまさかバレンタイン愛の美術展は継続実施  

③美作市民文学選奨（継続） 

④伝統芸能鑑賞事業は、市内の伝統芸能の鑑賞として継続 目標：年 1回 

成果 

①文学選奨は、読書感想文、俳句、川柳、短歌の部で作品を募集することで、

の文化意識向上を図ることができた。 

②みまさかバレンタイン愛の美術展は応募作品の微増と 532 名と多くの入館者

があった。 

③美作市文化芸術振興委員会主催の中村天平ピアノコンサートを実施文化芸

術意識の向上を図ることができた。 

 

課題と今後の取組 

文学選奨作品募集は今後も引き続き実施し、文化芸術の向上を図る。 

音楽公演については、アンケート調査の実施をとおして、ニーズの把握に努め

たい。 
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番号 32 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 文化財保護一般事業 区分 継続 

事業の目的 

将来に向けた文化財等の保存・活用・伝承を図るとともに、文化財等を通じて市

民の強度に対する愛着や文化財保護について啓発を進める。 

 

事業の内容 

文化財保護委員会の開催と市民による文化財保存活用を実施する団体への

助成。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 259 1,052 2,380 

取組状況 

（事業実績） 

文化財保護委員会開催（14人 2回） 

文化財講座開催 

感染予防のため 1回のみ開催 

別事業「文化財保存活用地域計画策定事業」 R2～R5 

 

目標指標 

目標年度 

令和 3年度末状況 

文化財保存活用地域計画の文化庁認定 

令和 5年度 

令和 5年度 12月文化庁認定予定 

 

成果 

①市内の文化財の啓発を図るため、各地域を代表する文化財を題材に市文化

財保護委員を中心とした講師で講座を開催。令和４年度は新型コロナ感染予

防のため 1回のみの開催。今後も継続して開催。        

②令和 2 年度から 3 か年事業として、国庫補助を受け美作市文化財保存活用

地域計画策定事業を立ち上げた。策定協議会の開催、文化財の保存活用の

実施計画素案を作成。 

 

課題と今後の取組 
現担当者の世代交代のための学芸員採用 
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番号 33 主管課 社会教育課 開始年度 平成 17年度 

事業名 市指定文化財管理事業 区分 継続 

事業の目的 
美作市に所在する重要文化財等の保存伝承及び保護管理を図る。 

 

事業の内容 

保存伝承及び保護管理のための県、市指定無形民俗文化財と国、市指定有

形文化財へ補助金等の交付。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 8,437 2,240 25,393 

取組状況 

（事業実績） 

令和 4年度 

市指定文化財補助金（ 4 件）  市指定無形民俗文化財補助金（3 件）                            

令和 4年度  国指定重要文化財林家住宅国庫補助事業事務代行 

 

目標指標 

目標年度 

令和 3年度末状況 

〇林家住宅(保存修理、防災工事、公開活用、観光拠点整備）国庫補助事業

の完了 

〇令和 4年度 

〇令和 3年度の繰越事業として令和 4年 9月末に完了 

 

成果 

①市指定文化財の保存伝承を図るため、新たに補助率を加算した補助金交付

要綱を作成。補助金の趣旨を周知し、無形民俗文化財 3 件、有形文化財 4 件

に補助金を交付した。 

②国指定重要文化財である林家住宅の保存修理、防災設備整備、公開活用

工事がコロナ等の資材不足のため繰越事業となった。国庫補助申請、進行管

理、実績報告の事務代行。 

 

課題と今後の取組 

少子高齢化、過疎化に伴い、所有者の継承者問題、管理団体の規模の縮小な

どの兆候が多く見られる。文化財の維持が困難となってきている。 
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番号 34 主管課 学校等設立準備室 開始年度 平成 30年度 

事業名 地域総合整備資金貸付連帯保証料補助事業 区分 継続 

事業の目的 

美作市スポーツ医療看護専門学校及び、滋慶学園高等学校美作キャンパスの

学生向けにマンションの建設を行い、通学圏内以外からの学生誘致を目的に

するもの。 

 

事業の内容 

民間事業者等が美作市地域総合整備資金貸付要綱に定める地域総合整備資

金を借り入れる際に必要な民間金融機関等の連帯保証に係る保証料の負担を

軽減するために補助金を交付するもの。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 682 626 572 

取組状況 

（事業実績） 

美作市スポーツ医療看護専門学校及び、滋慶学園高等学校美作キャンパスの

学生向けにマンションの建設を行い、通学圏内以外からの学生誘致を目的に

するものであり、民間事業者等が美作市地域総合整備資金貸付要綱に定める

地域総合整備資金を借り入れる際に必要な民間金融機関等の連帯保証に係

る保証料の負担を軽減するために補助金を交付するもの。 

 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

補助要綱に則り適正に事務処理を行う。 

本事業に係る貸付の償還期間は、2018 年 5 月 25 日～2033 年 1 月 25 日（14

年 8か月）であり、その間予算措置を行う。 

 

成果 
民間業者へ補助金を交付し、保証料の負担を軽減させた。 

 

課題と今後の取組 

本事業に係る貸付の償還期間は、2018 年 5 月 25 日～2033 年 1 月 25 日（14

年 8か月）であり、その間予算措置が必要である。 
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番号 35 主管課 学校等設立準備室 開始年度 令和 2年度 

事業名 特別支援学校整備事業 区分 継続 

事業の目的 

新設しようとする特別支援学校について、整備計画の作成等設立準備を行うも

の。 

 

事業の内容 

新設しようとする特別支援学校について、整備計画の作成等設立準備を行うも

の。 

 

年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

事業費（千円） 4,085 2,923 2,852 

取組状況 

（事業実績） 

令和 7年 4月に新設しようとする市立特別支援学校について、整備計画の作成

等設立準備を行い、整備計画案を作成し、県との事前相談を進め、入学予定

者の推計値等の検討を進めていた。しかし、開校後の入学者数が定員に満た

ない可能性等の課題があり、入学対象要件の幅が広い不登校特例校の制度

に沿って、中高一貫校の開設に向けて舵を切り直した。 

 

目標指標 

目標年度 

令和 4年度末状況 

事業費は教育現場に精通した教諭 1 名（会計年度任用職員）の人件費が主で

ある。新設しようとする市立の不登校特例校について、文部科学省及び岡山県

等との調整を進めている状況である。 

 

成果 
不登校特例校の開設に向けて、文部科学省と協議を進めた。 

 

課題と今後の取組 

設立には文部科学大臣からの指定が必要であり、文部科学省と様々な調整を

行い、設立に向け準備していく。また、併せて、岡山県教育委員会へ教員配置

の要望を行い、開設に向け準備していく。 
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美作市教育委員会事務の点検及び評価報告書に対する意見 

（令和４年度事業対象） 

学識経験者 高瀬  淳 

学識経験者 高岡 敦史 

 

1．全体を通して 

これまで同様、施策・事業が数多く展開されており、積極的な教育振興が展開されている。 

多くの事業が実施されているが、美作市の教育振興の大きな方向性とロードマップが不在のた

め、全体の中で各事業を評価することができない状況である。 

上位計画としての「美作市教育大綱実施計画」は事業のリストであり、「美作市教育大綱」は理

念である。各事業が推進・蓄積されることによって、中長期的にどのように理念の実現に近づい

ていくのか、というロードマップとしての「美作市教育推進計画」が必要ではないだろうか。 

 

2．各課事務について 

2-1．教育総務課 

地域子育て支援センターの全センターの延べ利用組数が昨年度より増えており、活発な利用

が見て取れる。 

なお、前年度も指摘したが、事業費は人件費として充当されており、その効果の評価は延利

用組数だけではできない。利用者アンケート等や支援指導員の研修等の結果・成果の公開が必

要である。 

「全国大会参加補助事業」の補助金支給対象は中学校の部活動が主になると考えられるが、

地域移行の推進に伴って、市内在住の生徒がクラブチーム名で全国大会等に出場する際の補助

をどのように考えるのか、検討が必要になるだろう。 

 

2-2．学校教育課 

令和４年度から「放課後学習サポート事業」が「主体的な学びの基盤づくり事業」に事業名

変更されたが、開催件数だけでなく、主体的な学びの基盤が創られたかどうかの質的評価が必

要になる。参加児童・生徒へのアンケートや支援員への聞き取りが求められるだろう。 

「問題データベース事業」について、小学校での月当たりのアクセス回数が年々低下してい

る。「タブレットドリル」と重複する部分があるのであれば、精選が必要かもしれない。 

「適応指導教室（美作塾）事業」について、長欠児童・生徒に対する通塾率が１割を切って

おり、年々下がっている。この課題についての早急の対応が求められる。 

 

2-3．社会教育課 

「生涯学習講座開催事業」の高齢者大学への参加者数および満足度等の質的評価が求められ

る。 

「放課後子ども教室推進事業」、「家庭教育支援事業」、「土曜日教育支援事業」の活動は年々

活発になっており、評価できる。 
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2-4．学校等設立準備室 

特別支援学校設置の計画がとん挫したのは入学者の見通しが不完全だったことが原因だが、

そのこと以上に、美作市および岡山県、中四国地方の教育課題やニーズに対して、美作市がど

のような教育・人材育成環境を整備するのか、ということの基本方針が策定されていないこと

も重要な原因ではないだろうか。 
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学識経験者からの評価・意見における市教委の考え方について 

 

 

1．全体を通した評価・意見を受けて 

以前は、教育振興の方向性を示すため、中期計画として教育振興計画を策定し、事務事業を推

進していたが、地教行法の改正により教育大綱を定めることが求められ、本市としては、教育大

綱の理念実現のために毎年度ローリングを行う実施計画を策定することにより、中期計画である

教育振興計画に代わる教育委員会内での上位計画と位置づけているところです。 

今後は、総合教育会議の場において、実施計画の中に中期的な視点を追記することを検討・提

案したいと考えています。 

 

2．各課事務について 

2-1．教育総務課事業に対する評価・意見を受けて 

地域子育て支援センターについては、利用者アンケートの結果をホームページへ掲載すると

ともに、支援指導員の研修等の成果の公開についても検討します。それぞれの結果・成果をも

とに各センターの取り組み内容の更なる充実等に努めます。 

中学校部活動の地域移行に係る活動費助成については、令和６年度から交付できるよう交付

要綱の制定等必要な手続きを令和５年度において進めているところです。併せて、全国大会等

に出場する場合においても、現状の激励金の見直しも含め検討していきたいと考えています。 

 

2-2．学校教育課事業に対する評価・意見を受けて 

「主体的な学びの基盤づくり事業」について、参加した児童生徒については、学習習慣の定

着や学習のつまずきの解消において本事業がどれだけ自分の役に立ったかを年度末にアンケー

ト調査します。支援員・指導員については、成果、課題、改善点等を各校が年度末に支援員・

指導員から聞き取り把握します。それぞれの調査結果から「主体的な学びの基盤づくり」の進

捗状況を把握し、活用の好事例をフィードバックし、市全体への伝播を図ります。 

「問題データベース事業」について、小学校では「問題データベース」のデジタル版「タブ

レットドリル」の活用が進み、紙媒体の利用頻度が減少しております。学校におけるペーパー

レス化の視点からも、大量の印刷を必要とする本事業を見直し、デジタル教材の導入を検討し

ます。 

「適応指導教室（美作塾）事業」については、長欠児童・生徒のニーズの多様化や「自立応

援室（別室指導）」の充実などにより、通塾率が年々下がっております。現在は学校からの要望

による教育相談や、通塾が困難な児童生徒に対して市内施設での訪問指導など、アウトリーチ

機能の充実を図っています。今後は「学びの多様化学校」の開設に伴い、不登校を幅広く受け

止めるために、塾における相談機能の充実を図り、将来的には教育相談センターへの移行も視

野に入れた事業の活用を検討します。 

 

2-3．社会教育課事業に対する評価・意見を受けて 

高齢者大学については、参加者からの声を直接聞いて、講座内容等の満足度を把握していま

すが、今後は、記録として残るように、アンケート調査も検討したいと思っています。また、
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参加者が減少傾向にあるため、従来からの高齢者大学講座に偏るのではなく、生涯学習大学講

座のような位置づけで、平日の昼間のみの開催にこだわらず、平日の夜間、休日、リモートに

よる講座開催なども視野に入れ、事業展開を研究していきたいと考えています。 

「放課後子ども教室推進事業」、「家庭教育支援事業」、「土曜日教育支援事業」は、活発にな

る一方で、活動内容の固定化が課題となっています。そのため、公民館等の施設と協働し、今

後の事業について見直しをしていきたいと考えています。 

 

2-4．学校等設立準備室事業に対する評価・意見を受けて 

特別支援学校については、県が設置する施設であることから、元々市立学校で設置すること

に無理があったのではないかと考えています。今後は、多様な学びの提供を目指し、従来の小

中学校における教育活動に固執するのではなく、学校に行きにくさを感じている児童生徒も含

め、学びの多様化を進めるとともに、良き支援者の育成を図るための基本方針の策定を目指し

ていきたいと考えています。 


